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令和７年度こども家庭科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

総括研究報告書 

 

児童福祉施設における栄養管理の充実に資する研究 

 

研究代表者 多田 由紀（東京農業大学 応用生物科学部） 

 

 

研究要旨 

【目的】本研究は、児童福祉施設における栄養管理および食育の充実に資する根拠を整

備することを目的とする。 

【方法】初年度は、施設調査、個別調査（保護者調査）、および食事調査方法の検討の3

課題を統合的に実施した。施設調査は、全国の保育所および幼保連携型認定こども園

（以下、保育所等）を対象に、地域区分別に層化した無作為抽出により選定した施設に

対して質問紙調査を実施した。個別調査は、施設調査協力施設を通じて保護者に質問紙

を配付し、幼児の生活習慣、食生活、保護者の認識および支援ニーズを把握した。食事

調査方法の検討では、半秤量式食事記録法を基盤に、写真撮影およびICTを活用した調査

モデルを構築し、パイロット調査により実施可能性を評価した。 

【結果】施設調査の結果、保育所等において食事提供および食育は広く実施されていた

が、栄養管理体制、食育の実施頻度や評価方法、食事摂取基準および日本食品標準成分

表の活用状況には施設間差が認められた。また、ICTは一部で導入されているものの、栄

養管理や評価、保護者との双方向的な連携に十分に活用されていない状況がみられた。

個別調査では、生活習慣は概ね良好であった一方、食事内容や間食、生活行動には家庭

間差がみられ、保護者の認識と実践の間に乖離があった。さらに、施設での食育はこど

もの食行動に一定の影響を及ぼしていたが、家庭への波及は限定的であった。食事調査

方法の検討では、秤量や記録に伴う保護者負担、写真取得率のばらつき、欠測データへ

の対応などが課題として示されたものの、調査モデルの実施可能性は確認された。 

【結論】以上より、保育所等における栄養管理および食育は広く実施されているもの

の、評価の未整備や実施の断続性、施設間差、保護者支援の一方向性といった課題が示

された。今後は、栄養管理および食育に関する評価指標の整備とPDCAサイクルの確立、

食事摂取基準等の実務への適用を促進する具体的運用指針の提示、施設特性（設置主

体・調理方式・人員配置）に応じた運営体制および多職種連携体制の整備、ICTを活用し

た記録・評価の可視化および情報共有の推進、ならびに保護者への個別的支援の強化を

通じて、質保証を志向した取り組みへの転換が必要である。 
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Ａ．研究目的 

乳幼児期は、生涯にわたる健康および

生活習慣の基盤が形成される重要な時期

である。近年、共働き世帯の増加等を背

景として、保育所および幼保連携型認定

こども園（以下、保育所等）の社会的役

割は拡大しており、施設における食事提

供および食育の重要性は一層高まってい

る。 

一方、保育所等においては、管理栄養

士の配置が必須ではないこと、給与栄養

目標量の設定や評価方法が施設ごとに異

なることなど、栄養管理の質の確保およ

び均てん化に関する課題が指摘されてい

る。また、家庭と施設の双方にまたがる

幼児の食生活の実態把握および支援の在

り方についても十分な知見が蓄積されて

いない。さらに、今後の大規模調査や政

策立案に資するためには、実施可能性と

精度を両立した食事調査方法の確立が必

要である。 

以上を踏まえ、令和７年度は以下を目

的とした研究を実施した。 

① 保育所等における食事提供、栄養

管理体制および食育の実施状況を

把握し、課題を整理する（施設調

査）。 

② 幼児および保護者の食生活、食育

経験および支援ニーズを明らかに

する（個別調査）。 

③ 幼児の食事摂取状況を把握するた

めの調査方法を検討し、全国調査

への展開可能性を検証する（食事

調査方法の検討） 

 

Ｂ．方法 

令和７年度は、以下の3つの分担研究に

より構成した。 

1．施設調査 

全国の保育所および幼保連携型認定こ

ども園29,355施設を対象に、地域区分別

に層化したうえで抽出率約10％となるよ

う市区町村単位で無作為抽出を行い、175

市区町村に属する2,825施設を対象とし

た。調査は郵送法により実施し、紙媒体

またはWebフォームのいずれかで回答を回

収した。562施設から有効回答を得た（回

収率19.9％）。 

調査項目は、施設属性（設置主体、定

員、調理方式等）、給食の実施状況、栄

養管理体制（管理栄養士・栄養士の配置

等）、食事摂取基準および日本食品標準

成分表の活用状況、給与栄養目標量の設
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定および見直し状況、食育の実施内容・

頻度・評価方法、保護者支援の内容、ICT

の活用状況等とし、施設における栄養管

理および食育の実態を多面的に把握し

た。集計は、施設の設置主体（公立・私

立）および調理方式（自園調理、委託・

外部搬入）による違いを考慮して行っ

た。 

 

2．個別調査（保護者調査） 

施設調査対象施設のうち、保護者調査

への協力に同意が得られた206施設を対象

とし、そのうち130施設から回答を得た

（施設回収率63.1％）。各施設を通じて

保護者に調査票を配付し、紙媒体または

Webフォームにより回答を回収した。調査

票は合計1,948人に配付し、1,224人から

回答を得た（回収率62.8％）。 

調査項目は、こどもの基本属性（年

齢、性別、健康状態等）、生活習慣（食

事、生活リズム、身体活動等）、食生活

（主食・主菜・副菜の摂取状況、間食の

与え方等）、家庭の食環境（食事準備体

制、共食状況等）、保護者の認識および

行動（食に関する知識・態度・情報収集

行動等）、施設との関わり、食育経験、

ならびに支援ニーズ等とし、家庭環境を

含めた幼児の食生活の実態を把握した。 

 

3．食事調査方法の検討 

幼児の食事摂取状況を把握するための

調査方法として、保護者による半秤量式

食事記録法を基盤とし、食事前後の写真

撮影、ICTを活用したデータ送信、ならび

に施設職員による喫食量記録を組み合わ

せた調査モデルを構築した。パイロット

研究として、保育所に通園する幼児11名

を対象に、平日2日および休日1日の計3日

間の食事調査を実施した。 

調査の実施状況、記録の精度、写真取

得状況、保護者の負担感等を評価すると

ともに、欠測データの発生状況およびそ

の要因について検討し、大規模調査への

適用可能性および運用上の課題を整理し

た。 

 

Ｃ．研究結果 

1．施設調査 

栄養管理体制については、管理栄養士・

栄養士の配置状況や役割分担に施設間差が

認められたほか、給与栄養目標量の設定お

よび見直しの実施状況にもばらつきがみら

れた。また、食事摂取基準や日本食品標準

成分表の活用状況についても一様ではな

く、実務への適用の程度には差が存在して

いた。 

食育は多くの施設で実施されており、ク

ッキング保育や栽培活動、食材に触れる体

験など、多様な取り組みが一定程度普及し

ていた。一方で、これらの活動の実施頻度

は必ずしも高くなく、「年数回」や「2～3

か月に1回」といった断続的な実施が多

く、日常的に展開されているとは言い難い

状況がみられた。 

さらに、食育に関する評価については、

目標設定に対する評価の実施割合が低く、

評価指標や方法も統一されていなかったこ

とから、体系的な評価の枠組みは十分に確

立されていない状況が示された。 

保護者支援については、献立表の配付や

食育だよりなどの情報提供は広く実施され

ていたが、個別相談や面談などの双方向的
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な関わりは限定的であった。 

ICTの活用状況については、連絡帳アプ

リや園内システム等を用いた情報共有や記

録管理が一部の施設で導入されていたもの

の、その活用範囲や内容にはばらつきがみ

られ、食育や栄養管理の評価・記録への体

系的な活用は十分とはいえなかった。 

加えて、食育の実施にあたっては、時間

的制約や人員不足、衛生・安全面への配慮

などが課題として挙げられており、これら

の構造的制約に加えてICT活用の未整備

が、活動の頻度や質、評価の実施に影響し

ている可能性が示唆された。 

 

2．個別調査 

こどもの生活習慣は、朝食摂取や共食の

頻度、起床・就寝時刻などの点で概ね規則

的であり、基本的な生活リズムは維持され

ている状況が示された。一方で、食事内容

に関しては、主食・主菜・副菜の組み合わ

せ頻度や間食の与え方、スクリーンタイム

などに家庭間差がみられた。 

家庭の食環境としては、食事準備の多く

を母親が担っており、時間的制約や負担感

を抱えている者が一定割合存在した。保護

者は栄養バランスの重要性について高い認

識を有している一方で、実際の食事準備や

行動にはばらつきがみられ、認識と実践の

間に差がある状況が示された。 

また、こどもの食行動に関する困りごと

として、好き嫌いやむら食いなどがみら

れ、食事に関する対応に課題を感じている

保護者の割合が示された。情報収集の手段

としてはSNSやインターネットの利用が多

く、施設からの情報提供も一定の役割を果

たしていた。 

施設での食育経験については、栽培活動

やクッキング保育などを通じて、こどもの

食行動や関心に変化がみられたとする回答

が一定割合認められた。さらに、こどもの

変化に伴い、家庭内での食行動や保護者の

意識にも一定の変化がみられるなど、家庭

への波及が示唆された。一方で、その効果

の現れ方には個人差があり、変化がみられ

ないとする回答も一定割合示された。 

施設との関わりは、献立表や資料配付な

どの情報提供が中心であり、個別相談や面

談の実施は限定的であった。保護者の支援

ニーズは全体として顕在化していないもの

の、レシピ提供や参加型の食育活動、個別

的対応などに関する具体的な要望が一部で

認められた。 

 

3．食事調査方法の検討 

構築した調査モデルにより、幼児を対象

とした食事調査は全対象者で実施可能であ

ることが確認された。半秤量式食事記録法

に加え、食事前後の写真撮影およびICTを

活用したデータ送信を組み合わせること

で、記録の補完および確認が可能であっ

た。 

一方で、秤量や記録作業には一定の時間

と労力を要し、保護者にとって負担となる

可能性が示された。また、食後写真の取得

率にはばらつきがみられ、記録の完全性に

影響を及ぼす要因となっていた。さらに、

記録漏れや入力不備などによる欠測データ

が一定程度発生しており、その対応方法の

検討が必要であることが示された。 

 

Ｄ．考察 

本研究により、保育所等における栄養管
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理および食育は一定程度実施されているも

のの、その質の確保および均てん化の観点

からは課題が残されていることが明らかと

なった。すなわち、実施の普及は進んでい

る一方で、実施の質および評価の体系化と

いう側面においては十分とはいえない状況

にあることが示された。 

 

1．施設調査 

施設調査の結果からは、栄養管理体制や

食育の計画・評価方法の標準化が不十分で

あり、施設間差が存在することが示され

た。特に、食事摂取基準や日本食品標準成

分表の活用、給与栄養目標量の設定・見直

しの実施状況にはばらつきがみられ、科学

的根拠に基づく栄養管理の実践が施設ごと

に異なっている可能性が示唆された。ま

た、食育に関しても、実施内容自体は多様

であるものの、頻度は必ずしも高くなく、

評価の実施割合も低いことから、計画・実

施・評価のサイクルが十分に機能していな

いと考えられる。これらの結果は、栄養管

理および食育の質を担保するための共通指

標や運用指針、すなわち、食育の目標設定

や評価方法、食事摂取基準を活用した栄養

管理の実施方法等が十分に整備されていな

いことを示唆しており、今後は、食育の計

画、実施内容、評価項目および改善につな

げる振り返りを施設間で共有可能とする、

標準化された評価枠組みの構築が求められ

る。 

また、ICTの活用については一部の施設

で導入が進んでいるものの、その活用は情

報共有や記録の一部にとどまり、栄養管理

や評価、保護者との双方向的な連携に十分

に活用されているとはいえない状況であっ

た。ICTは、記録の効率化や評価の蓄積、

保護者との双方向的な情報共有を可能とす

る手段であり、今後は質の向上を支える基

盤としての活用が期待される。 

 

2．個別調査 

個別調査の結果からは、保護者の認識と

実践の乖離および家庭の時間的制約が、保

護者及び幼児の食行動に影響を及ぼしてい

る可能性が示された。多くの保護者は食の

重要性を理解しているものの、実際の食事

内容や生活行動にはばらつきがあり、理想

と現実の間に差がみられた。また、食事準

備の負担や時間的制約は、食事の質に影響

する要因として考えられる。 

さらに、施設における食育はこどもの食

行動や関心に一定の影響を及ぼしていた

が、その効果の家庭への波及は一様ではな

く、情報提供中心の支援では十分な行動変

容に結びついていない可能性がある。これ

らの結果から、今後は個別的かつ継続的な

支援、ならびに家庭の状況に応じた実践的

な支援内容の充実が必要であると考えられ

る。 

 

3．食事調査方法の検討 

食事調査方法の検討からは、本調査モデ

ルは幼児を対象とした食事調査として実施

可能性を有することが確認されたものの、

秤量や記録作業に伴う保護者負担、写真取

得のばらつき、欠測データの発生など、運

用上の課題が示された。これらは、大規模

調査においてデータの質および回収率に影

響を及ぼす要因となる可能性があることか

ら、記録方法の簡便化や支援体制の整備、

データ補完手法の検討が必要である。 
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以上の結果から、保育所等における栄養

管理および食育は広く実施されているもの

の、質保証の観点から課題が存在すること

が示された。また、ICT活用や食事調査方

法については、今後の実践および研究基盤

の整備に向けた改善の余地があると考えら

れた。 

 

Ｅ．結論 

本研究により、保育所等における栄養管

理および食育は広く実施されている一方

で、栄養管理体制のばらつき、食育の実施

頻度、評価の未整備、保護者支援の一方向

性など、質の確保および均てん化の観点か

らの課題が示された。また、ICTは一部で

導入されているものの、栄養管理や評価、

保護者との双方向的な連携に十分に活用さ

れておらず、質向上を支える基盤としての

活用余地が大きいことが示された。さら

に、家庭側では保護者の認識と実践の乖離

や食事準備の負担感、時間的制約がみら

れ、施設での食育の効果の家庭への波及に

も影響している可能性が示唆された。 

以上を踏まえ、今後は量的実施にとどま

らず、質保証を志向した体制整備への転換

が求められる。具体的には、①栄養管理お

よび食育に関する評価指標の整備とPDCAサ

イクルの確立、②食事摂取基準等の実務へ

の適用を促進する具体的運用指針の提示、

③施設特性（設置主体・調理方式・人員配

置）に応じた運営体制および多職種連携体

制の整備、④ICTを活用した記録・評価の

可視化および情報共有の推進、⑤保護者の

状況に応じた個別的・継続的支援を通じた

家庭と施設の連携強化、⑥大規模調査に活

用可能な食事調査方法の改善と標準化によ

るエビデンス基盤の整備が重要である。こ

れらの取り組みにより、児童福祉施設にお

ける栄養管理および食育の質の向上と、そ

の効果の持続的な発現が期待される。 

 

Ｆ．健康危機情報 

 該当事項なし 

 

Ｇ．研究発表 

 該当事項なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 該当事項なし 


